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なかやま野外音楽広場指定管理者募集要項 

 

１ 指定管理者募集の目的 

  伊予市では、住民が良好な自然の中で優れた芸術、文化を享受するとともにレクレー

ションの場、更には、都市住民との交流の場を提供することを目的として、なかやま野

外音楽広場（以下「野外音楽広場」という。）を設置しています。 

野外音楽広場の管理運営業務を、効果的かつ効率的に実施するため、地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項及び伊予市なかやま野外音楽広場条例（平成

19 年伊予市条例第４号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、平成 29 年度か

ら５年間の期間で、指定管理者制度を導入しておりますが、令和４年３月末日で期間満

了となることから、次のとおり野外音楽広場の指定管理者を募集します。 

 

２ 施設の概要 

 （１）施設の名称  なかやま野外音楽広場 

 （２）位   置  愛媛県伊予市中山町中山戌 734 番地 

 （３）設 置 目 的  良好な自然の中で優れた芸術、文化を享受するとともにレクレー

ションの場、更には都市住民との交流の場を提供する。 

 （４）施 設 内 容  面積 2,200 ㎡ ステージ半径 12ｍ 控室１室 

 

３ 申請をすることができる者の資格等 

（１）申込資格 

   指定管理者の指定手続に申し込むことができる者は、指定の期間を通じて伊予

市内に主たる事業所等を置く法人もしくはその他の団体で、次の各号のいずれに

も該当しない者とする。（現に事業所等を有していない場合は、指定管理開始期間

までに伊予市内に事業所等を設置すること。） 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の第２項(同項を準用

する場合を含む。) の規定により、伊予市における一般競争入札等の参加を制限

されている者 

イ 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 244 条の２第 11 項の規定による指定の

取り消しを受けたことがある者 

ウ 伊予市における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公平な手続きを妨げ

た者又は公平な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

エ 伊予市暴力団排除条例(平成 23 年９月 28 日条例第 30 号)第２条第 1号から第３

号に該当する者 

オ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の

構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体 
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カ 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるものの代表者若しくは

管理人を含む。）のうちに、次の各号のいずれかに該当する者がいる団体 

（ア）指定管理者の指定を請負とみなした場合に、地方自治法第 92 条の２、第 142

条（同法第 166 条第２項において準用する場合も含む。）又は第 180 条の５第６

項の規定に抵触することとなる者 

（イ）成年被後見人又は被保佐人 

（ウ）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

（エ）禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け

ることがなくなった日から５年を経過しない者 

（オ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。第

32 条の３第７項及び第 32 条の 11 第１項を除く。）の規定に違反し、又は刑法（明

治 40 年法律第 45 号）第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の２、第 222

条若しくは第 247 条若しくは暴力行為等処罰ニ関する法律（大正 15年法律第 60

号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の

執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

（カ）暴力団の構成員等 

（２）申込資格の留意事項 

ア 団体は、株式会社その他の法人、任意団体等の組織の形態を問わないが、個

人は申請資格を有さない。 

イ 当該施設の運営管理のため、新たに法人等を設立する場合は、申請時に設立

していなくても、その名称等を使用して申請できることとするが、指定管理を

開始するまでには、登記事項証明書を提出しなければならない。 

 

４ 申込期間等 

（１）受付期間 

令和３年９月２７日（月）８時３０分から 

１０月２０日（水）１７時まで（土日祝日は除く。）とする。 

（２）提出先 

〒７９９－３１９３ 伊予市米湊８２０番地 

伊予市産業建設部経済雇用戦略課 ℡ ０８９－９８２－１１２０ 

 

５ 選定の基準  

（１）指定管理者の選定 

    指定管理者の選定は、伊予市公の施設に係る指定管理者の指定手続きに関する

条例施行規則（平成 17年市規則第 142 号）第５条に基づく選定委員会（以下「選

定委員会」という。）において、次の基準に照らし、書類審査及びプロポーザルに
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よる総合評価を行い、最高得点を得た者を、当該施設の管理を行うに最も適当と

認める団体として指定管理者候補者に選定する。 

    なお、申請者が１者のみの場合も審査を実施し、獲得した評価点が配点合計の

６割以上を満たしている場合は、当該施設の管理を行うにふさわしい者であると

判断し、指定管理者候補者として選定する。 

審査項目 評価項目 選  定  基  準 評点 
係

数 

配

点 

指定管理

者として

の適性 

指定管理と

しての認識 

伊予市の方針、当該施設の設置目的等を的

確に理解し、公の施設の指定管理者となる意

義や責務を認識しているか。また、管理運営

に対する熱意やコンプライアンスを遵守す

る意識を十分に持っているか。 

1～5 2 10 

管理運営 

実績 

同種・類似施設の良好な管理運営実績があ

り、また、今後もその実績を生かすことがで

きるか。 

0～5 1 5 

経営基盤の

安定性 

経営が安定しており、当該施設の管理を継

続的・安定的に行う財務能力を有している

か。 

1～5 2 10 

当該施設

の管理運

営に対す

る基本的

な考え方 

当該施設の

設置目的の

達成に向け

た取組み 

当該施設の設置目的や管理運営方針を十

分理解しているか。また、それらを達成する

のにふさわしい経営理念や方針を確立して

いるか。 

0～5 1 5 

施設計画 

（施設構

成、施設内

容） 

 当該施設の設置目的や管理運営方針に見

合った具体的な施設計画の提案となってい

るか。 

0～5 2 10 

利用者の満

足度向上 

 利用者からの相談、苦情等に迅速に対応す

るとともに、利用者ニーズをサービスの改善

や向上に反映する体制が整備されているか。 

0～5 2 10 

平等な利用

の確保 

市民等の平等な利用の確保のための考え方

は適切か。 
0～5 2 10 
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管理運営

体制 

組織体制 

当該施設の管理体制が明確に示されおり、

人員体制や配置は妥当か。 

 加えて、労働基準法の遵守や職員の労働環

境に十分配慮がなされる体制であるか。 

新たに応募する事業者は、現在の従業員の

雇用継続についてどのように考えるか。 

0～5 1 5 

管理人選定 
管理人に関して、知識と経験を有した人材

を配置しているか。 
0～5 1 5 

維持管理 

定期的な清掃や草刈また設備の保守点検

等を含めた当該施設の維持管理業務につい

て、基本的な考えができているか。 

0～5 2 10 

危機管理体

制 

事故防止及び発生した場合の対応、防犯、

防災対策や非常災害時、新型コロナウイルス

感染症等の各種感染症発生時などの危機管

理体制及び対応方法などが十分に考えられ

ているか。 

0～5 2 10 

当該施設

にふさわ

しい地域

経済活性

化の取組

み 

他施設との

連携 

市内の他の施設と連携し、集客を向上させ

る提案となっているか。 
0～5 2 10 

集客方法に

ついて 

集客方法について、実現可能かつ魅力的な

提案がなされているか。また、その提案が市

内外からの集客を期待させるものであるか。 

0～5 2 10 

収支計画

等 

収支計画 

売上・経費等の妥当性を示す積算根拠が明

確に示されており、事業収入の増大、支出の

縮減など事業的に成長が見込まれており、伊

予市の財政負担が軽減される収支計画にな

っているか。 

0～5 1 5 

指定管理料 
指定管理料縮減の提案がなされており、適

正かつ効果的であるか。 
1～5 1 5 

総合評価 
 他施設と

の差別化 

特色ある企画や自主事業など、他施設との

差別化を図り、より集客に取組む提案内容で

あるか。 

1～5 2 10 

合  計 130 
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（２）選定対象の除外 

申請者が次の要件に該当する場合は、選定対象から除外する。 

ア 申請書類提出期間に所定の書類が整わなかったとき。 

イ 複数の申請を行い、又は複数の事業計画書を提出したとき。 

ウ 申請書類提出後に事業計画の内容を変更したとき。 

エ 申請書類に虚偽又は不正があったとき。 

オ 理事者、選定委員会委員又は関係職員に個別に接触したとき。 

カ 選定審査に関する不当な要求等を申し入れたとき。 

キ 募集要項に違反又は著しく逸脱したとき。 

ク その他不正な行為があったとき。 

 

６ 管理の基準及び業務の範囲 

条例その他の規定に基づき指定管理業務を行わなければならない。当該施設を適正

に管理するうえで、必要不可欠な業務運営の基本的事項は次のとおりとする。 

（１）開場時間及び休場日 

当該施設の開場時間及び休場日は、条例第６条及び第７条のとおりとする。た

だし、指定管理者が必要と認めたときは、市長の承認を得て、開館時間及び休館

日を変更することができる。 

（２）利用料金の設定と減免 

ア 利用料金の設定 

各施設の利用料金は、条例第 11 条第２項で定める限度額の範囲内において指

定管理者が市長の承認を得て定めることができる。 

イ 利用料金の減免 

指定管理者は、各施設の設置目的に従って利用する場合で、特に必要がある

と認めたときは、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（４）業務の範囲等 

ア 留意事項 

（ア）指定管理者は、当該施設を常に良好な状態で管理し、その設置目的に応じ最

も効率的に運用しなければならない。 

（イ）地方自治法、条例及び伊予市個人情報保護条例（平成 17 年伊予市条例第 18

号）など、業務を行うに当たり関係法令を遵守すること。 

 上記に加え、雇用する職員の労働条件については、労働基準法等の関係法令を遵

守するとともに、労働環境等に十分に配慮すること。 

（ウ）指定管理者が行う業務は、原則、第三者に委託し、又は請け負わせることは

できない。ただし、事前に市長の承認を受けた場合は、業務の一部を専門の事業

者に委託することができる。 
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イ 指定管理者が行う業務 

（ア）当該施設の維持管理に関する業務 

（イ）当該施設の利用許可に関する業務 

（ウ）伊予市からの各種調査依頼に関する調査及び報告 

（エ）前各号に掲げるもののほか当該施設の設置目的を達成するために必要な業務 

（５）その他 

   ア 指定管理者は当該施設にて事故が発生したとき及び警察・消防署等の対応があ

ったとき又はこれに類する事案があった際は速やかに市に連絡するとともに、対

応を協議しなければならない。 

   イ 指定管理者は、利用者数、自主事業の事業、運営状況及び事故対応状況につい

て毎年報告するほか伊予市からの求めがあるときは随時調査し、その時点で開示

可能な情報について報告すること。 

 ウ 指定管理者の従業員が通勤等に使う駐車場は、当該施設の外に別途設けること。 

 

７ 指定期間 

指定管理者の指定期間は、令和４年４月１日（金）から令和９年３月３１日（水）

までとする。 

 

８ 申請の方法 

（１）申請方法は、申請書等の書類を持参又は郵送とする 

（いずれの場合も、１０月２０日（木）１７時までに到達したものを有効とする。）。 

（２）申請書等提出書類は、伊予市が定めた所定の様式を使用すること。様式は伊予市

役所担当課で受領、若しくは市公式ホームページ上からダウンロードすること。 

（３）添付資料は、伊予市公の施設指定管理者指定申請書（様式第１号）に記載のとお

りとする。 
（４）提出部数は、正本１部、副本８部とする。様式サイズは日本産業規格Ａ４版、文

字ポイントは１０ポイント以上とすること。正本をカラーで提出した場合は、副本

もカラーで提出すること。 

（５）申請に当たっての留意事項 

ア 提出期間終了後の申請書類の再提出及び差し替えは認めない。 

イ 申請者一団体につき、申請は１回のみとし、複数の事業計画書を提出すること

はできない。 

ウ 書類審査前に書類の不足・不備の補完、内容不明点の回答、また、必要に応じ

追加資料の提出を依頼することがある。 

エ 申請書類等を提出した後に辞退するときは、辞退届（任意様式）を提出するこ

と。 
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９ その他 

（１）管理運営収入 

     指定管理者は、次に掲げる各号の収入を得ることができる。 

ア 利用料金収入（有料施設の利用に係る料金） 

イ 各種事業からの収入（指定管理者が市長の承認を得て行う自主事業による収入）

（２）維持管理経費 

ア 指定管理業務に係る経費は、指定管理者の負担とし、利用者からの利用料金、

伊予市からの指定管理料及び事業収入で賄うこととする。ただし、決算により損

失が生じた場合でも補填は行わない。 

イ 前記の指定管理業務に係る経費には、以下の経費を含む。 

(ア)  草刈り実施に係る賃金相当額 

（イ） 電気料金 

（ウ） その他諸経費 

ウ 基本協定では、通常 30 万円を超える工事や修繕については、市の負担により修

繕を行うこととするが、１件 30 万円を超える案件であっても、施設の機能向上に

資する工事や修繕は行わないこととし、施設及び備品は現況のまま引き渡すこと

とする。 

エ 指定管理者は、自身の団体等と独立し、当該施設に特化した会計帳簿類及び経

理規程を設けるとともに、当該施設に係る現金の収受は、団体自身の口座とは別

の口座で管理しなければならない。 

カ 指定管理者は、第６条第５号が定める利用者数等の報告に合わせて、当該施設

に係る収支の状況（財務情報）について毎年報告するほか、伊予市からの求めが

あるときは随時調査し、その時点で開示可能な情報について報告すること。 

（３）指定管理料 

指定管理者が行う業務に要する費用のうち、予算（年間 396 千円上限〔税込〕）

の範囲内において指定管理料を支払う。 

伊予市議会において予算に関する議決が得られなかった場合は、上記金額が変

更されることがあるほか、指定管理期間を通して上記金額の支出を保証するもの

ではない。 

指定管理者は、指定管理料を指定管理期間中に縮減することを目標に収益性の

向上に努めることとする。指定管理料の縮減に向けた計画については、年度ごと

の売上目標を検討し、「収支計画書」（様式７、８）により提案すること。 

指定管理料の額及びその支払い方法については、応募者の収入計画に基づき協

議を行い、「基本協定」及び「年度協定」により定める。 

（４）提出書類の著作権、情報公開 

ア 提出書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、伊予市は指定管理者の公表
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等必要な場合は、申請書類の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

また、申請書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

イ 申請書類は、情報公開の請求により、伊予市が公開することが不適切と認める

部分を除き開示することがある。 

（５）伊予市と指定管理者との責任分担 

当該施設の管理運営に関する指定管理者と伊予市の責任分担は、概ね次のとお

りとし、詳細は伊予市と指定管理者とで締結する協定で定める。 

項 目 内   容 伊予市 指定管理者 

運営の基本的考え方 施設の特色化  ○ 

条例等の改正 利用料金 ○  

施設（建物・付属施

設・機械設備・遊具 
保守点検、維持管理  ○ 

樹木他）    

安全衛生管理   ○ 

災害時における初期

対応 

待機、連絡体制確保、災害調査・

報告、応急措置 
（指示） ○ 

災害復旧 本格復旧 ○  

施設の大規模改修  ○  

修繕 小規模な修繕（１件３０万円以下）  ○ 

天災時の不可抗力 

天災等指定管理者の責に帰するこ

とができないものによる管理運営

経費の増額及び業務履行不能 

○  

各種感染症拡大によ

る不可抗力 

新型コロナウイルス感染症の拡大

やその他新たに発生した感染症等

による管理運営の休業や対策 

△ △ 

協議事項 

利用者や第三者への

賠償 

指定管理者が行う業務の履行に関

して発生した損害（第三者に及ぼ

した損害を含む。） 

 ○ 

伊予市の責に帰するべき理由によ

り生じた損害 
○  

苦情対応 受注した業務に係る苦情対応 

有料施設の占用利用者に対する苦

情対応 

 ○ 
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保険加入等 施設本体の火災保険（共済）加入 ○  

借家人賠償責任保険 

第三者への賠償保障保険 
 ○ 

（７）目的外使用等の取扱い 

当該施設において、自動販売機や物品販売等目的外使用の許可を受けようとす

る者があるときは、市長に対する申請は指定管理者が行うこととし、指定管理者

は、伊予市の規定に基づく使用料を納入しなければならない。また、使用許可の

期限は、指定管理期間である５年以内とする。 

（８）その他 

ア 現地説明会 

令和３年１０月５日（火）１５時から当該施設の現地説明会を行う。参加を

希望する者は、１０月４日（月）１２時までに電子メールで連絡のうえ、指定

の時間までに、野外音楽広場に集合すること。 

なお、現地説明会への参加は、１団体当たり２人までとし、出席する者は、

当日検温を行い、マスクを着用のうえ出席し、新型コロナウイルスと疑われる

症状がある者（37.5 度以上の発熱、倦怠感、呼吸器症状等）、新型コロナウイル

ス罹患者と２週間以内に濃厚接触があった者については、出席を控えること。 

〇現地説明会申込先 

 伊予市産業建設部経済雇用戦略課 

   ※Ｅメールアドレス     keizaikoyou@city.iyo.lg.jp 

 参加を希望する会社（団体）名、代表者名、担当者役職氏名、予定人数 

 連絡先（電話番号、電子メールアドレス）を明記すること。 

イ 質問事項及び回答 

指定管理に係る質問事項を、令和３年１０月７日（木）１７時１５分まで受

け付ける。別表「質問票」により、電子メールで提出すること。 

上記締め切り期限までに質問のあった事項への回答については、ホームペー

ジ上で令和３年１０月１４日（木）中に公表する。 

ただし、上記日程に回答できない内容については、随時、追加で公表するこ

とがある。 

上記以外での質問（電話、訪問等による）には一切対応しない。 

※ 連絡先 

伊予市米湊８２０番地 

産業建設部経済雇用戦略課  

※ 公式ホームページアドレス  http://www.city.iyo.lg.jp 

※ Ｅメールアドレス       keizaikoyou@city.iyo.lg.jp 

ウ プレゼンテーション及び質疑応答 

mailto:keizaikoyou@city.iyo.lg.jp
http://www.city.iyo.lg.jp
mailto:keizaikoyou@city.iyo.lg.jp
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（ア）応募団体多数の場合は、申請された提出書類に基づく審査を行い、これ

により上位５団体程度を選出し、プレゼンテーションを実施する。プレゼン

テーションの参加依頼の有無については、全ての応募団体に郵送で通知する。 

（イ）書類審査は選定委員会で実施し、応募書類に不備がないか、応募資格・

応募条件を満たしているか、欠格事由に該当がないか等の審査を行う。 

（ウ）プレゼンテーションの持ち時間は２０分、質疑応答は最大１０分とし「審

査基準」に基づき選定委員が採点・審査を行う。プレゼンテーションは１０

月２９日（金）に実施する予定である。 

（エ）プレゼンテーション実施の際には、パソコン及びプロジェクターの使用

を認める。プロジェクターへの接続については、VGA ケーブルで接続できるも

のを各団体が用意すること。 

エ 指定管理者の指定 

指定管理者の指定には、市議会の議決が必要となる。候補者を指定管理者に

指定する議案を議会に上程し、議決を得ることとなる。 

市長は指定管理者を指定したときは、指定手続条例第６条の規定に基づき、

告示を行うとともに指定した団体に文書で通知する。 

オ 協定の締結 

（ア）協定の締結 

伊予市と指定管理者は、指定管理者の指定後速やかに、伊予市と指定管

理者が締結する協定の内容その他指定管理者が行う管理業務に必要な事項

を協議し、指定の期間を通じての管理業務を定める基本協定と年度別協定

を締結する。 

（イ）協定の内容 

協定の内容は、次のとおりとする。 

ａ 指定期間に関する事項 

ｂ 事業計画に関する事項（自主事業を含む。） 

ｃ 利用料金に関する事項 

ｄ 事業報告及び業務報告に関する事項 

ｅ 指定管理料に関する事項 

ｆ 個人情報の保護に関する事項 

ｇ 指定の取り消し及び管理の業務の停止に関する事項 

ｈ その他必要となる事項 

（ウ）その他 

協定で定めた事項については、基本的に改定は行わない。ただし、特別

の事情があるときは、双方誠意をもって協議のうえ、合意したときは協定

を改定することができる。 
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カ 業務開始前に管理の実施が困難になった場合における措置 

指定管理者の業務開始前までの期間に、候補者として選定された者又は指定

管理者（以下「指定管理者等」という。）が、次の事項のいずれかに該当した場

合は、指定管理者候補者としての決定又は指定管理者の指定を取り消すことが

ある。 

（ア）市議会において指定に係る議案が否決されたとき。 

（イ）指定管理者等が倒産し、若しくは解散したとき又は社会的に非難される事

件を起こしたとき。 

（ウ）資金事情の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき。 

（エ）指定管理者等が提出した書類に虚偽の記載があることが判明したとき。 

（オ）正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

（カ）この要項に定める申請資格を失ったとき又は申請資格がないことが判明し

たとき。 

（キ）その他指定管理者に指定することが不可能となったとき又は著しく不適当

と認められる事情が発生したとき。 

キ 指定期間満了前の取り消し 

（ア）伊予市による指定の取り消し 

伊予市は、次の事項のいずれかに該当すると認める場合は、指定期間満

了前に指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しく

は一部の停止を命ずることができることとする。 

ａ 指定管理者が業務に際し不正行為を行ったとき。 

ｂ 指定管理者が伊予市に対し虚偽の報告を行い、又は正当な理由なく報告

等を拒んだとき。 

ｃ 指定管理者が協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。 

ｄ 自らの責に帰すべき事由により、指定管理者から協定締結の解除の申出

があったとき。 

（イ）この要項に定める申請資格を失ったとき又は申請資格がないことが判明し

たとき。 

（ウ）資金事情の悪化等より、業務の遂行が確実でないと認められるとき。 

（エ）その他市長が必要と認めるとき。 

ク 指定期間満了前の取り消しの措置 

（ア）指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定期間満了前に指定の取り消

しが行われた場合において、指定管理者に損害が生じても、伊予市は賠償の

責めを負わない。また、伊予市に生じた損害は指定管理者が賠償することと

する。 

（イ）指定管理者は、管理をしなくなった当該施設又は設備を速やかに原状回復
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しなければならない。 

（ウ）指定管理者は、指定期間満了前に指定の取り消しが行われた場合、その事

由の如何を問わず、次の指定管理者が円滑かつ支障なく、指定管理業務を遂

行できるよう引継ぎを行わなければならない。 

（エ）指定管理者が持ち込んだ備品・設備等があるときは、その取扱いを伊予市

と協議すること。 


